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Ⅰ は じ め に
2008 (平成20) 年度科学研究費基盤研究 (B) に採択された ｢監査人の独立性確保のため
の組織ガバナンスと制度改革に関する理論的・国際的研究｣ (研究代表者：朴大栄) は, 監
査論・会計学・商法 (会社法) の各分野における８名の大学研究者により３年間にわたる総
合研究を実施してきた｡
本研究の必要性が認識されたのは, 2001年12月に経営破綻したアメリカのエンロン社の不
正事件やそれに続くワールドコム事件 (2002年), わが国におけるカネボウ㈱事件 (2005年)
や㈱日興コーディアルグループ事件 (2006年) など, 監査の信頼性を根底から覆す事件が続
くとともに, それに伴って, 関与会計事務所・監査法人に対する批判・処分などのニュース
が相次いだことを契機とするものである｡
これらの事件に共通するのは, 監査がその本来の役割を果たせなかったという, いわゆる
｢監査の失敗｣ がその背景にある｡
専門家集団である監査法人においてなぜ監査の失敗が相次いでいるのか｡ 1960年前後に経
済界を騒がせた山陽特殊製鋼などの大型倒産事件を契機として, 企業の大規模化と多角化に
対応する組織的監査の実現, ならびに, 監査人の独立性確保を目的として新たに制度化され
た監査法人監査が, ここに来てその限界を露呈しているのではないか, ここにわれわれの研
究の視点がある｡
監査法人監査に限界が生じている原因は, 大きく二つに分けることができる｡
一つは, 合名会社的性格を持つ監査法人自体に備わる問題であり, 社員の責任, 資格, 組
織ガバナンスなど, 現状の問題点を捉えるとともに, 監査の失敗を避けるためにどのような
組織構造の改革が必要かを明らかにしなければならない｡
今一つは, 監査法人を取り巻く制度自体にかかわる問題である｡ 監査人のローテーション,
選任権・報酬決定権の主体のあり方などが問われている｡
これら二つは, いずれも監査人の独立性にかかわる問題である｡ 独立性確保のためのルー
ルづくりの必要性は, 国際会計士連盟をはじめ, 会計不祥事が相次ぐ世界各国で主張される
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ところである｡
本研究 ｢監査人の独立性確保のための組織ガバナンスと制度改革に関する理論的・国際的
研究｣ は, 独立性確保の観点から, 監査法人の組織形態, ガバナンス, 監査環境といった３
つの側面での理論的・国際的比較研究を進め, 監査制度のあり方に対する具体的提言を目的
とするものである｡
研究の一つのテーマは, 合名会社的性格を持つ監査法人自体における組織構造の改革に関
するものであった｡ このうち, 採用すべき組織形態については, 2009 (平成21) 年発表の拙
稿1) においていわゆる LLP (有限責任事業組合) や LLC (合同会社) と絡めてすでに論じた
ところである｡
2007 (平成19) 年における改正公認会計士法は, この問題の解答の一つとして, LLC (合
同会社) の特徴を備えた新たな特別法人である有限責任監査法人制度を創設した2)｡ 以来,
大手監査法人３事務所3) のうち, 新日本監査法人が先陣を切って2008年６月24日をもって新
日本有限責任監査法人へと組織替えし, つづいて, トーマツ (2009年), あずさ (2010年)
も有限責任監査法人へと組織替えをすませている｡
大手監査法人３事務所が有限責任監査法人へと衣替えをすませたことから, あらためて,
監査法人組織における有限責任制, 組織ガバナンス, 組織内情報の公開のあり方等について,
監査人の独立性, 信頼性の確保の観点から再検討を行うことが必要である｡ ｢有限責任監査
法人｣ 制度がこれらの問題点を克服できるものであるのかどうか, 有限責任監査法人の現状
と課題の分析が本稿の焦点である｡
Ⅱ 有限責任監査法人制度創設の背景
1945 (昭和20) 年の終戦後, 荒廃した日本社会は経済の復興を第一に掲げた｡ 経済復興の
主体は人であり, 体力, 資力, 能力を備えた２種類の人であった｡ ２種類の人, 一つはわれ
われ自然人であり, いま一つは, その集合体であって, 体力, 資力, 能力の面ではるかにわ
れわれ自然人を凌駕する法人がそれであった｡ 証券市場を背景にもつ株式会社がその代表で
ある｡
株式会社の興隆が日本経済の復興を担ってきたことに疑問の余地はない｡ しかし, さまざ
まな面で自然人をはるかに凌駕する法人 (株式会社) は時として暴走する危険性と隣り合わ
せであった｡ 証券市場における法人の暴走を阻止し, 自然人との共生を図らせるために整備
された法律の一つが1948 (昭和23) 年４月に制定・公布された証券取引法であった｡
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1) 拙稿 ｢会計事務所の組織形態と LLP・LLC｣, 桃山学院大学総合研究所紀要, 第35巻第１号 (2009
年７月)｡
2) 有限責任監査法人制度の創設により, 従来の合名会社的組織形態としての監査法人は無限責任監査
法人として取り扱われることとなった｡ (公認会計士法第１条の３第５項)
3) 新日本, あずさ, トーマツの３大監査法人に対し, あらた監査法人を加えて４大監査法人と呼ぶこ
ともあるが, 規模の格差から, あらた監査法人を準大手として別枠で取り扱う方が適切であると思わ
れる｡
証券取引法第１条はその目的を, ｢国民経済の適切な運営及び投資者の保護｣4) と規定し,
目的達成の一環として, 貸借対照表, 損益計算書その他の財務計算に関する書類に対する監
査証明を受けることが定められた (1948年公布旧証券取引法第193条)｡ 証券取引法に基づく
財務諸表監査制度の新設である｡
1948年証券取引法では, 監査証明の主体は, 当時唯一の会計専門職であった計理士が担う
と規定されていた5) が, その資格取得が試験合格に加えて, 一定の科目修得者にも登録を認
めていたことから, この新たな証券取引法監査を担当する能力に懸念があった｡ そのため,
証券取引法制定と並行して計理士に代わる監査主体を設置する法律が立案検討され, 同年７
月に監査証明を担当する会計専門職として欧米にならった公認会計士制度を創設するための
公認会計士法が制定されたのである6)｡
1948年公認会計士法は以下のように規定していた｡
第２条第１項 (公認会計士の業務)
｢公認会計士は, 他人の求に応じ報酬を得て, 財務書類の監査または証明をするこ
とを業とする｡｣
第47条 (公認会計士でない者の業務の制限)7)
｢公認会計士でない者は, 法律に定のある場合を除く外, 他人の求に応じ報酬を得
て第２条第１項に規定する業務を営んではならない｡｣
監査独占職業人としての公認会計士の誕生であった｡
以来, 半世紀以上が経過したが, この間, 証券取引法監査の主体は大型粉飾事件にともな
い２度の大きな変化を遂げることとなった｡ 一つは, 虚偽証明により初めて公認会計士登録
抹消処分を引き起こした1965 (昭和40) 年の山陽特殊製鋼事件であり, 今一つは, 当時４大
監査法人の一つであったみすず監査法人 (旧中央青山監査法人) の解散という結果を招いた
2004年から2006年にかけてのカネボウ事件8) と日興コーディアル事件がそれであった｡
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4) 証券取引法は2006 (平成18) 年の改正により, 金融商品取引法と名称を改め, 取扱対象を有価証券
から金融商品全般に拡大するとともに, その目的も ｢国民経済の健全な発展及び投資者の保護｣ と文
言を改めている｡
5) 1948年証券取引法第193条は, ｢証券取引委員会は, この法律の規定により提出される貸借対照表,
損益計算書その他の財務計算に関する書類が計
・
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士
・
の監査証明を受けたものでなければならない旨を
証券取引委員会規則で定めることができる｡ (傍点筆者)｣ と規定するのみで, 証券取引法による法定
監査が強制されたのは, 正確には, 1950 (昭和25) 年の改正により第193条の２ ｢証券取引所に上場
されている株式の発行会社その他の者で証券取引委員会規則で定めるものが, この法律の規定により
提出する貸借対照表, 損益計算書その他の財務計算に関する書類には, その者と特別の利害関係のな
い公認会計士の監査証明を受けなければならない｡｣ が追加制定されてからである｡
6) 1948年７月の公認会計士法制定にともない, 同年４月に制定されていた証券取引法第193条に規定
する ｢計理士｣ は ｢公認会計士｣ に読み替えられるとともに, 計理士法も廃止され, 実質的に証券取
引法監査の担い手は監査実施当初から公認会計士に限られることとなった｡
7) 現行公認会計士法では, 第47条の２で規定｡
8) 2004年に粉飾が明るみに出たカネボウ事件は過去５年間で2,000億円を超える粉飾を行っていたこ
と, 粉飾実行犯であった社長をはじめ, 公認会計士４名の逮捕をともなったことなど, 監査の信頼性
を大きく傷つけることとなった｡
周知のように, 山陽特殊製鋼事件は, 大会社に対する監査主体としての公認会計士個人事
務所の限界を露呈し, ここに専門職業人の業務分野, いわゆる士業業務においても法人化の
波が押し寄せることとなったのである｡
1966 (昭和41) 年, 公認会計士法が大きく改正され, 監査業務の担い手として, 公認会計
士個人に加えて監査法人が創設されることとなった｡ 大規模企業の監査はもはや, 公認会計
士個人や共同事務所が対応できるものではなくなっていたのである｡ 公認会計士監査から公
認会計士・監査法人監査への移行であった｡
監査法人制度創設後ほどなくして, 監査法人の設立は急増し, また法人間の合併, 合同も
相次ぐこととなり, ここに大規模監査法人が誕生することとなった｡ これにより, 証券取引
法監査は寡占化の情況を呈することとなるのである9)｡
監査法人の大規模化は, 1966年公認会計士法改正当初の趣旨とはかけ離れた状態を生み出
した｡
当時の公認会計士法が意図した監査法人は, 専門職業人としての人的組織の性格を保持し
ながらも, 個人ないし共同公認会計士事務所の監査実務上の弱点である組織的監査を実現さ
せるために, ５名以上の公認会計士の資力と能力を集結する合名会社的組織形態であった｡
したがって, 当然に社員全員が業務を遂行する権利と義務を持ち, 同時に, 各自の業務内容
を相互にけん制する組織が想定されていた｡
しかし, 社員数が400名を超えるような大規模監査法人の出現は, 監査法人制度創設当初
の法規定と齟齬が生じるようになってきた｡ 監査法人の大規模化は, 株式会社の出現による
普通法人規制の強化が必要とされたのと同様の経緯をたどるとともに, 合名会社的組織の変
革を要求することにもなったのである｡
以下に, 2007 (平成19) 年公認会計士法改正前後の４大監査法人の社員数を示してみよう｡
旧中央青山監査法人の分裂により創設されたあらた監査法人を除けば, 大規模監査法人の
社員数は, 2005年にはすでに400名を超えており, 2009年には500名超, なかでも新日本など
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表１：４大監査法人の社員数
新日本 トーマツ あずさ
中央青山 (2005)
あらた (2009)
2005年 社員数 565 403 425 471
2009年 社員数 731 609 523 112
＊各監査法人ホームページ (2005年および2009年４月７日現在) から作成｡
＊カネボウ事件, 日興コーディアル事件により中央青山監査法人はみすず監査法
人とあらた監査法人その他に分裂することとなったが, 業務停止処分を受けた
みすず監査法人は2007年に解散した｡
9) エンロン事件発覚前の2000 (平成12) 年当時の証券取引法監査は４大監査法人が80％の占有率を示
していた｡ 監査業務の寡占状態については, 拙稿 ｢公認会計士事務所の有限責任化と利害関係者保護｣,
商経学叢第56巻第１号 (2009年７月) 26ページを参照されたい｡
は700名を超える社員で構成されることとなっていた｡ このように, 監査法人の大規模化に
より, 社員の相互監視・相互けん制が困難となった状況を受けて, 2003 (平成15) 年公認会
計士法改正では, 弁護士法人制度にならった指定社員制度が新設され, クライアント (被監
査企業) に対する有限責任制が取り入れられることとなった｡ さらに, 2007 (平成19) 年成
立の改正公認会計士法では, 第三者責任をも含めた有限責任制が取り入れられ, 有限責任監
査法人の設立が認められることとなったのである｡ これらの改正は, 監査法人の現状に合わ
せて, 社員である公認会計士に有限責任制を導入すると同時に, 一方では, 監査法人規制を
強化することを目的としたものであった10)｡
Ⅲ 有限責任監査法人制度の概要
2007 (平成19) 年改正の公認会計士法により, 公認会計士・監査法人の独占業務であった
財務書類の監査は, 従来の個人公認会計士11) および合名会社的監査法人 (無限責任監査法人)
に加えて, 合同会社 (LLC) の性格をもつ有限責任監査法人の３つの主体によって担われる
こととなった12)｡
監査法人の規模の拡大にともない, 無限連帯責任制度が実態とそぐわなくなった大規模監
査法人にとって, 有限責任制度の導入は必然であった｡ しかし, 監査主体にとって有利な有
限責任制導入においては, 一方で, 監査利用者を保護するための情報公開の促進, 経営基盤
の強化などをあわせ持つことが必要であった｡
本節では, 2007年改正の公認会計士法から, これらの点を整理してみよう｡
有限責任監査法人に関する公認会計士法の規定と各条文の内容は以下のとおりである｡
１. 有限責任監査法人の創設
① 定款において社員全員が有限責任社員である旨の記載 (第１条の３第４項・第34条
の７第３項５号・第34条の７第５項)
② 社員全員が有限責任を意味する名称の使用 (第34条の３第２項)
③ 特定証明業務13) を担当する社員 (指定有限責任社員) の指定 (第34条の10の５第１
項)
2003年公認会計士法改正で導入された指定社員制度は, 無限責任監査法人を前提とするも
のの, 特定の証明について ｢業務を担当する社員を指定できる｣ (第34条の10の４第１項)
と規定し, 無限責任社員を関与社員 (指定社員) に限定する指定証明を例外的に取り扱って
いた｡ これに対し, 有限責任監査法人は, 全社員が有限責任であることが原則であり, 定款
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10) 指定社員, 有限責任監査法人制度創設の経緯については, 拙稿, 前掲, 商経学叢第56巻第１号26
30ページを参照されたい｡
11) 2003 (平成15) 年改正の公認会計士法では, 大会社等に対する公認会計士単独による監査の禁止規
定 (第24条の４) が追加されたことにより, 上場会社など大会社に対する監査は監査法人ないし複数
の公認会計士による共同監査に制限されることとなった｡
12) 公認会計士法第34条の７および第47条の２参照｡
13) 指定有限責任社員の指定がなされた監査証明｡ (公認会計士法第34条の10の５第２項)
ならびに法人名称においてその事実を明らかにすることが要求されている｡ したがって, 有
限責任監査法人においては, 特定証明業務を担当する社員の指定が原則であって, 指定証明
を例外として扱う無限責任監査法人と比して, 証明業務を担当しない社員の責任範囲が異な
る扱いとなる｡ つぎに, 監査法人の社員が負うべき責任の範囲の相違について取り上げてみ
よう｡
２. 有限責任監査法人における社員の責任の範囲
① 社員の責任 (第34条の10の６第７項)
② 指定有限責任社員の責任 (第34条の10の５第２項・第34条の10の６第８項から第11
項)
無限責任監査法人における指定社員と有限責任監査法人における指定有限責任社員が担当
する証明業務に関しては, 両法人とも関与社員が無限連帯責任を負うこととなるが, １で述
べたように, それぞれの法人における証明業務に関与しなかった社員の責任は異なる扱いと
なる｡ 無限責任監査法人の社員は, 原則として, 監査法人が負うべき債務に対して無限連帯
責任を負う (第34条の10の６第１項・第２項) のに対して, 有限責任監査法人の社員につい
ては, 原則として, ｢その出資の価額を限度として, 有限責任監査法人の債務を弁済する責
任を負う｣ (第34条の10の６第７項) からである｡
したがって, 無限責任監査法人においては, 指定証明の場合, 監査証明契約の当事者であ
る被監査会社に対する無限連帯責任は限定されるものの, 第三者に対する責任は, 全社員が
無限連帯責任を負ったままである｡ 一方, 有限責任監査法人では, 指定有限責任社員以外は
当該監査証明に対して第三者に対しても有限責任となる｡ 監査法人ごとの社員の責任関係に
ついて, 次の表にまとめてみよう｡
３. 法人情報の作成と開示
① 内閣総理大臣提出用業務報告書の作成 (第34条の16第２項)
② 業務及び財産の状況に関する説明書類の作成と公衆への縦覧 (第34条の16の３第１
項)
法人情報の作成・開示に関しては, 1966年公認会計士法により監査法人制度が新設された
当時から会計報告書 (財務諸表等) ならびに業務報告書の作成と関係官庁への提出が義務付
けられていた (1966年公認会計士法第34条の16)｡ しかし, その内容は業務の概況, 事務所・
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表２：監査法人の社員の責任
対被監査会社 対第三者
無限責任監査法人
指定社員 無限責任 無限責任
その他の社員 有限責任 無限責任
有限責任監査法人
指定有限責任社員 無限責任 無限責任
その他の社員 有限責任 有限責任
使用人の状況に関する簡潔な記載で足り, 当時の大蔵省令が提示する記載様式も１ページ程
度のものに過ぎなかった｡
これに対し, 有限責任監査法人制度の創設は, 有限責任を原則とする法人組織の導入であ
ることから, 有限組織の代表である株式会社並みの計算書類ならびに業務報告書の作成・提
出が規定されたのみならず, 業務及び財産の状況に関する説明書類については公衆への縦覧
に供することが必要とされている｡ この規定は, 一部適用除外を設けてはいるが無限責任監
査法人にも適用されている14)｡
４. 計算書類の監査
① 収益規模が一定以上である有限責任監査法人の計算書類への監査報告書添付 (第34
条の32第１項)
有限責任監査法人が株式会社同様, 社員の有限責任を原則とする以上, 第三者による損害
賠償請求への対応能力を示すために財務内容を公開することが必要である｡ そのため, ３で
取り上げたように, 業務及び財産の状況に関する説明書類の作成と公衆への縦覧を要求する
規定が制定されたのであるが, さらに公開情報の信頼性を確保するために, 計算書類につい
て, 特別の利害関係のない公認会計士または監査法人による監査報告書の添付が規定される
こととなった｡ ただ, 監査報告書の添付は経済的負担の面からも大規模監査法人に限るとい
う趣旨から, 収益の額 (売上高に相当) が10億円以上である有限責任監査法人に限られるこ
ととなっている (公認会計士法施行令第24条)｡
５. 財務内容の強化
① 最低資本金制度 (第34条の27第１項３号・公認会計士法施行令第22条)
② 供託金制度 (第34条の33第１項・公認会計士法施行令第25条)
③ 責任保険契約による供託の代用 (第34条の34・公認会計士法施行令第29条他)
有限責任監査法人制度の創設は, 財務内容の公開のみならず, 損害賠償請求権者保護の面
からも財務基盤・経営基盤の強化をともなう必要がある｡ このために導入されたのが最低資
本金制度と供託金制度であり, また供託金に代わる責任保険制度である｡ 最低資本金と供託
金は, いずれも社員数に応じて決められており, それぞれ社員数に100万円ならびに200万円
を乗じた額とされているが, 供託金額は責任保険金額に応じて減額することが可能である｡
Ⅳ 有限責任監査法人制度の現状と課題
１. 金商法監査主体の現状
有限責任監査法人制度が創設されて (2007年６月公認会計士法改正, 2008年４月施行) ４
年, その間, 新日本監査法人が先陣を切って2008年６月に新日本有限責任監査法人と組織替
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14) 公衆の縦覧に供すべき説明書類の記載事項については公認会計士法施行規則で詳細に定められてい
るが, 無限責任監査法人の場合は, 財産の概況に関する事項について計算書類に代えて直近２会計年
度の売上高の総額の記載で足りることとされている｡ (公認会計士法施行規則第39条)
えし, 大手監査法人では, 監査法人トーマツが翌年の2009年６月に, あずさ監査法人が2010
年６月に順次有限責任監査法人トーマツ, 有限責任あずさ監査法人へと改組を行ってきた｡
2010年12月20日現在, 金融庁に登録が認可された有限責任監査法人は第18号の信永東京有
限責任監査法人まで18法人が登録を済ませているが, 登録番号第10号が欠番となっているた
め, 実際の登録有限責任監査法人は17法人となっている15)｡
本稿は, 公認会計士法第２条第１項にいう監査証明業務を行う監査法人組織について, 有
限責任制, 組織ガバナンス, 組織内情報の公開, それぞれのあり方等に焦点を合わせた研究
成果報告の一部である｡
監査証明には, 金融証券取引法, 会社法, その他, 多くの法定監査や任意監査が含まれる
が, ここではもっとも代表的な監査として金融商品取引法監査を対象とした分析を行ってい
る｡ 大会社に対する会社法監査も重要な意味を持っているが, 監査結果が不特定多数の金融
商品市場参加者に広がるという意味で有限責任制とより強い関係を持つからである｡ したがっ
て, 有限責任監査法人と無限責任監査法人を比較する場合, 監査法人の中でも上場会社監査
を担当する監査法人を中心に分析することが必要である｡
日本公認会計士協会は, 2007年４月より, 社会的に影響の大きい上場会社を監査する事務
所の監査の品質管理体制を強化し, 資本市場における公認会計士監査の信頼性を確保するた
め上場会社監査事務所登録制度を導入し, 協会が実施する品質管理レビューと一体化させて
運用している｡ 本稿の分析では, この上場会社監査事務所に登録を行っている監査法人 (以
下, 登録監査法人という) を中心に取り上げることとする｡
2011年３月11日現在, 上場会社監査登録事務所は164, そのうち, 監査法人は130 (79.3％)
である｡ 協会会員監査法人が208 (2011.2.28現在) 法人であるので, 登録監査法人は全体の
62.5％に過ぎず, 40％に近い監査法人は上場会社監査をほとんど担当していないとも言えよ
う｡
また, 有限責任監査法人17のうち, 登録監査法人は10, 準登録法人が３, 残り４法人は未
登録である｡ 準登録法人, 未登録法人とも各法人ホームページなどで説明書類が添付されて
おらないため監査内容の実態は不明であるが, いずれも社員数は５名程度と最小規模の監査
法人に過ぎず, 金商法監査契約は現時点ではほとんどないものと思われる｡
表３によると, 上場会社監査事務所登録を行っている130監査法人のうち, 組織形態とし
て有限責任監査法人を採用しているのはわずか10法人 (7.7％) に過ぎない｡ しかし, 金商
法監査については, この10法人で延べ4,345社のうち3,134社 (72.1％) を担当している｡ ま
た, ３大監査法人に限っても3,005社登録監査法人のわずか2.3％の数字でしかない３有限責
任監査法人が69.2％の金商法監査を担当するなど寡占化の状態が明らかである｡
大手監査法人に, 無限責任監査法人も加えた準大手監査法人３法人を加えると６法人,
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15) 金融庁に問い合わせたところ, 2009年に登録が承認された麻布有限責任監査法人 (登録番号第10号)
は, 2010年10月１日付で解散のため登録が抹消されたとのことである｡
4.6％の監査法人が77.8％の金商法監査を実施していることとなる｡ さらに, 中規模監査法
人を加えるならば, この数字はそれぞれ9.2％, 83.5％となる｡
反面, 有限責任監査法人10法人を見ると, 全体としては, 金商法監査を72.1％担当してい
るとはいえ, その99.4％は大手ならびに準大手の有限責任監査法人４事務所が占め, 小規模
監査法人に分類される６有限責任監査法人の金商法監査数はわずか18社に過ぎないことが分
かる｡
２. 金商法監査主体と監査法人
１で分析した数字は何を意味しているのであろうか｡
金商法監査の70％近くを担当している３大手監査法人はすべて有限責任監査法人形態をとっ
ているが, 準大手３法人まで含めると, 80％近くの金商法監査は有限責任監査法人４法人と
無限責任監査法人２法人が担当している｡ さらに, 中規模監査法人まで含めると, 84％に迫
る金商法監査をわずか12法人が実施していることとなるが, ここでは, 有限責任監査法人と
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16) 説明書類によれば, 大手に分類した新日本 (社員数672名, 金商法監査1,173社), トーマツ (671名,
1,000社), あずさ (574名, 832社) に対して, 準大手は有限責任監査法人の太陽 ASG (54名, 111社),
無限責任監査法人のあらた (102名, 169社), 東陽 (102名, 97社) の３法人であった｡ 中規模６法人
は社員数24名の京都監査法人を筆頭に, 最少が12名, 被監査会社数は三優の59社を筆頭に, 最少が31
社である｡ また, 90％以上の監査法人が所属する小規模監査法人は, 社員数最大16名, 被監査会社数
最大24社の霞が関監査法人を筆頭に, 大部分は社員数, 被監査会社数とも10以下の監査法人である｡
表３：金商法監査担当監査法人の実態調査注１
規模別監査法人注２ 組織形態 監査法人数 金商法監査数
大手監査法人
有限責任監査法人 3 (2.3％) 3,005 (69.2％)
無限責任監査法人 0 (0％) ―
準大手監査法人
有限責任監査法人 1 (0.8％) 111 (2.6％)
無限責任監査法人 2 (1.5％) 266 (6.1％)
中規模監査法人
有限責任監査法人 0 (0％) ―
無限責任監査法人 6 (4.6％) 246 (5.7％)
小規模監査法人
有限責任監査法人 6 (4.6％) 18 (0.4％)
無限責任監査法人 112 (86％) 699 (16.1％)
合 計 130 4,345注３
(注１) 本表の数字は, 2011年３月11日付日本公認会計士協会上場会社監査登録事務所
情報 (http: // tms.jicpa.or.jp /offios /pub / agree.do) に掲載された名簿ならびに各
法人添付の説明書類に基づいて作成している｡
(注２) 便宜上, 社員数500名以上, 金商法監査数500以上の３法人を大手監査法人と分
類した｡ 続いて, 社員数50～100名前後, 被監査会社数100前後から200社以下
の３法人を準大手, 被監査会社数30～60社の監査法人を中規模, それ以下を小
規模監査法人と分類した16)｡
(注３) 2010年末現在の上場会社は約3,650社であるが, この数字は, 非上場会社に対
する金商法監査も含んでおり, また上場会社監査事務所に登録している130監
査法人の説明書類に記載された金商法対象クライアント数を合計したものであ
るので, 共同監査の場合, 複数カウントされている｡
無限責任監査法人の比率は４対８と逆転するのである｡
有限責任監査法人が創設されたのは, 監査法人の規模が合名会社的組織の域を超えて拡大
したため無限連帯責任制と相容れない側面が出てきたためであり, 同時に, 監査証明業務を
担当した指定有限責任社員には, 関与社員のみに無限連帯責任を負わせることにより連帯責
任の希薄化を防ぎ, これまで以上にプロフェッショナルとしての責任を意識させることがで
きるためであった｡
現行の公認会計士法では, 監査法人がいずれの法人形態をとるかは全くの自由である｡ そ
のため, 無限連帯責任の範囲を縮小する有限責任監査法人に対しては, 財務体質の強化や情
報公開の拡大, 一定の条件下で監査証明を受けるなどの新たな義務を課している｡ しかし,
監査利用者からみた場合, 同じ金商法監査であるにもかかわらず, 有限責任監査法人, 無限
責任監査法人のいずれもが監査業務を担当することが可能であり, さらに, 監査法人の規模
を問わないこと, ひいては単独監査でない限り個人ないし共同監査事務所でも担当可能であ
ることについて監査の信頼性に疑問を生じさせるのではないかという危惧がある｡
有限責任監査法人制度については, 創設後まだ４年であり, 今後改組が増えてくる可能性
もあると言えるが, その実態はいかがであろうか｡
これに関して, 無限責任監査法人の有限責任監査法人への改組指向について, われわれが
2009年６月に実施したアンケート調査がある｡
本アンケート調査は, 当時の193監査法人と２共同事務所に対して行ったものであり, 回
答数 (率) は49法人・事務所 (25.1％) であった｡
アンケート回答を集計した表４によると, 有限責任監査法人に組織替えをした監査法人は
４法人 (8.2％), 組織替え予定が５法人 (10.2％), 合わせて総数９法人 (18.4％) である｡
この数字は, 現在の有限責任監査法人が17法人 (8.2％) であることを考えると高い数値に
見えるが, 社員数５名以下の小規模監査法人の回答率が低い結果を示している点を考慮すれ
ば, 有限責任監査法人への組織替えはそれほど進まないと考えることもできよう｡ ちなみに,
本アンケートの回答期限とした2009年７月時点での有限責任監査法人登録数は８法人であっ
たので, 有限責任監査法人に限れば, 回答率は50％となり, 全体の回答率のほぼ倍の数値を
示している｡ また, 有限責任監査法人の登録一覧を見ると, 初年度の2008年は６月以降, ほ
ぼ半年間で５法人, 翌2009年度は８法人 (１法人は廃業) であったのに対して, 2010年度は
５法人となっており, しかも, 同年６月の有限責任あずさ監査法人の登録後は半年が経過し
た12月に１法人の登録があったのみであり, 有限責任監査法人登録が一段落していると見る
こともできよう｡
有限責任監査法人へ組織替えする理由については, 組織替え済み法人のみが ｢無限連帯責
任を負う業務執行社員と有限責任の経営執行社員の役割分担による組織運営の効率化｣ なら
びに ｢有限責任監査法人名称の使用によるステータス化｣ をあげているが, いずれも１法人
に過ぎず, 組織替え済み４法人のうち３法人は ｢社員の有限責任化｣ を選んでいる｡ この傾
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向は, 組織替え予定法人においても明らかであり, ５法人すべてが組織替えの理由として
｢社員の有限責任化｣ のみを選択している｡
一方, 有限責任監査法人への組織替えを予定しない監査法人においては, その理由として,
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表４：組織形態についてのアンケート回答結果 (回答数：49)
質問内容 選択肢 回答数 (割合)
151 有限責任監査法
人ですか
１. はい
２. いいえ
4 (8.2％)
43 (87.8％)
152 有限責任監査法
人に組織替した
理由 (複数選択
可)
１. 社員の有限責任化
２. 無限連帯責任を負う業務執行社員と有限責任の経
営執行社員の役割分担による組織運営の効率化
３. 監査報告書を添付した計算書類の開示による説明
責任の履行
４. ｢有限責任監査法人｣ 名称の使用によるステータ
ス化
５. その他
3 (6.1％)
1 (2.0％)
0
1 (2.0％)
0
153 有限責任監査法
人に組織替予定
１. はい
２. いいえ
5 (10.2％)
37 (75.5％)
154 有限責任監査法
人に組織替えす
る理由 (複数選
択可)
１. 社員の有限責任化
２. 無限連帯責任を負う業務執行社員と有限責任の経
営執行社員の役割分担による組織運営の効率化
３. 監査報告書を添付した計算書類の開示による説明
責任の履行
４. ｢有限責任監査法人｣ 名称の使用によるステータ
ス化
５. その他
5 (10.2％)
0
0
0
0
155 有限責任監査法
人に組織替えし
ない理由 (複数
選択可)
１. 社員の有限責任化
２. 定款変更, 登録申請などの煩雑な手続とコスト負
担の割にメリットが小さい｡
３. 最低資本金 (社員数×100万円) 制度や供託金
(社員数×200万円) の供託に社員の賛同を得られ
ない｡
４. 指定有限責任社員や審査等を担当する関与社員に
有限責任が認められていない｡
５. 監査報告書を添付した計算書類の開示
６. その他
①組織規模衰退縮小のため
②必要性が認められない
③意味がない
④監査人が責任を持つのは当然
⑤社員が少数のため
⑥検討中
⑦規模が小さいので, どちらにしても問題をおこせ
ば同じである｡
⑧クライアントの同意
⑨社員は少数でありよく知っている
⑩同一組織体として監査を行う以上, 社員は無限責
任であるべき｡
6 (12.2％)
13 (26.5％)
3 (6.1％)
10 (20.4％)
8 (16.3％)
10 (20.4％)
｢社員の有限責任化｣ を反対の理由としてとらえているものが６法人あり, その他, ｢手続き
の煩雑さ｣ (13件), ｢指定有限責任社員や関与社員に有限責任が認められていないこと｣ (10
件), ｢監査報告書添付の計算書類の開示｣ (８件) とつづいている｡
組織替えを予定しない理由の自由記述では, ｢監査人が責任を持つのは当然である｣, ｢同
一組織体として監査を行う以上, 社員は無限責任であるべきである｣ といった社員の有限責
任化に対する否定的意見の記載がみられる｡ これは, ６法人が ｢社員の有限責任化｣ を組織
替えの反対理由として挙げているように, 資格独占業務としての監査証明をいわゆる士業業
務としてとらえるともに, 監査法人の性格を従来同様, 人的組織としての合名会社的組織と
してとらえるべき立場があることを示している｡
一方では, ｢有限責任化の意味がない｣ とか, ｢規模が小さいので, どちらにしても問題を
おこせば同じである｣ といった記述にみられるように, 監査法人の規模の面から組織替えの
意義を認めない意見も散見される｡ この点は, 小規模監査法人が監査法人全体の90％以上を
占めることを考えれば, 大部分の監査法人は合名会社的性格を持っており, 監査法人の規模
の拡大による有限責任監査法人の創設の必要性は一部中規模以上の監査法人にのみ当てはま
るものであると言うこともできよう｡
アンケート結果で見えてくることは, 先に危惧する点として指摘したように, 多くのステー
クホルダーをもつ金商法監査において, 監査法人の性格などを問わない監査主体のあり方が
正しいかどうかの再検討であろう｡ 有限責任監査法人制度もこの点に絡めて見直す必要があ
るかもしれない｡
この論点を検討する上で参考になるのは, 隣国, 韓国の監査制度である｡ 本年３月に実施
した韓国大手４大会計法人に対するヒアリング調査では, 以下の調査結果を得ることができ
た｡
① 監査事務所はその規模別に, 個人事務所, 監査班, 会計法人の３つの組織形態が存
在する｡
② 監査班は一般に個人事務所を持つ公認会計士３人以上で構成し, 公認会計士協会に
登録する必要がある｡
③ 会計法人は公認会計士10名以上, 資本金５億ウオン以上で設立される有限責任制の
特別法人である｡
④ 個人事務所の監査は認められず, 株式会社の会計監査は監査班か会計法人に限られ,
なかでも上場会社監査は会計法人にのみ認められている｡
このように, 韓国では被監査会社の性格により監査主体の範囲に制限が加えられ, 特に,
上場会社監査については日本の監査法人に当たる会計法人のみが実施できる業務とされてい
る｡ 一方, 会計法人はすべて有限責任の組織形態をとる17) ことなど統一的な取扱いをされて
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17) 韓国でも, 会計法人制度創設時は合名会社的性格を持つ組織形態であったが, 公認会計士法の改正
により, 現在はすべてが有限責任の組織形態に改められている｡
おり, 結果として, 上場会社監査に関しては, 規模の相違はあるものの同一の規定に従う会
計法人による監査が実施されることとなる｡
翻って, 日本の金商法監査の監査主体については, 公認会計士単独監査の禁止規定がある
のみで (公認会計士法第24条の４), 公認会計士の共同監査, 共同監査事務所監査, 無限責
任監査法人監査, 有限責任監査法人監査など, 監査業務が公認会計士の独占業務であるにし
ても, 監査主体に対する規制内容はそれぞれに異なっているのが実情である｡ 2007 (平成19)
年４月より日本公認会計士協会が品質管理体制の整備・強化のもとに上場会社監査事務所登
録制度を導入したとはいえ, 登録外事務所の上場会社監査が禁止されたわけでもなく, 上述
のように, 同じ上場会社監査であるにもかかわらず, 監査主体に対する規制内容が異なる点
に監査に対する信頼性を損なうことになりはしないかという疑念が生じるものである｡ ここ
に, 金商法監査主体に関する一つの課題があるといえよう｡
課題の解決には, 監査主体を一定の範囲に限ることも一つの方策と考えられる｡ 例えば,
監査法人の組織形態を有限責任監査法人に一本化することによって規制内容を統一化するか,
無限責任監査法人制度を残したまま, 金商法監査主体を有限責任監査法人に制限することな
どの可能性を検討する必要があろう｡ これにより, 情報公開の面でも, 財務基盤の面でも監
査法人間で同等の扱いができることとなる｡
３. 法人情報の作成と計算書類の監査ならびに開示に関する現状と課題
有限責任監査法人制度を創設した2007年公認会計士法の改正でもっとも規定内容が拡大さ
れた事項の一つに①法人情報の作成, ②開示および③計算書類に対する監査の導入がある｡
いずれも, 無限責任を原則としてきた監査法人に有限責任監査法人の創設を認めたことから,
損害賠償責任の履行など, 債権者に対する支払能力の明示, 財務内容の透明性の確保を図る
必要性からの改正である｡ ただ, 法人情報の作成と開示は無限責任監査法人にあっても同様
に重要であるという観点から, 一部免除規定があるものの無限責任監査法人も同様の規制を
受けることとなっていることは前述のとおりである｡
有限責任監査法人については, これに加えて, 株式会社に準ずる計算書類の作成, ならび
に説明書類の追加開示事項として直近２会計年度の計算書類と監査報告書 (収益額による免
除規定あり), 供託金等の額, 供託に代える責任保険契約の内容についても開示が求められ
ている (公認会計士法施行規則第39条第５号ロからホ)｡
公衆の縦覧については当該事務所での備え置きを原則とするものの, 電磁的記録での説明
書類の作成が普及している現状から, ｢説明書類の内容である情報を電磁的方法により不特
定多数の者が提供を受けることができる状態に置く措置｣ をとることによって, 備え置きに
よる ｢公衆の縦覧に供したものとみなす｣ 規定が盛り込まれてきた (公認会計士法第34条の
16第３項)｡ 電子媒体が普及している現状のもとでは, この方法による公衆の縦覧が望まし
いことは言うまでもない｡
しかし, 現状では, 監査法人のホームページ等で説明書類を開示している法人は少なく,
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一方, 登録監査法人の場合は, 日本公認会計士協会上場会社監査事務所登録情報一覧から電
磁的開示による説明書類を閲覧することが可能となっているが, あくまでも画面における閲
覧のみであり, 説明書類ファイルのダウンロードはできない設定となっている｡
施行規則によれば, ｢紙面又は映像面に表示する方法｣ をもって不特定多数の者が提供を
受けることのできる状態, すなわち公衆の縦覧に供したものと認められることになっている
(公認会計士法施行規則第16条) が, ｢受信者がファイルへの記録を出力することにより書面
を作成することができる｣ (公認会計士法施行規則第15条第２項) ようにすることも検討の
必要があろう｡
法人情報の作成と計算書類の監査ならびに開示の問題を扱う上で重要ことは, 前節で述べ
たように, 上場会社監査について単独監査を禁止するのみで, 監査事務所, 無限責任監査法
人, 有限責任監査法人のいずれもが監査主体となりうるのに対して, 計算書類の内容, 監査
報告書の添付, ならびに開示の点でその取扱いに相違が存在することである｡ 金商法監査の
70％を担当する３大監査法人がすべて有限責任監査法人に組織替えしているのに対して, 登
録監査法人の85％を占める118の小規模監査法人 (内, 有限責任監査法人は６法人) の大多
数が無限責任監査法人として15％に及ぶ金商法監査を担当していることを考えれば, 社員の
無限連帯責任が原則とは言え, 社員数が関与社員とほぼ変わらない規模であり, この点では
有限責任会社形態をとっても全社員が指定有限責任社員として無限責任を担うことには変わ
りがないように見える｡ したがって, 法人情報の開示の拡大, 信頼性確保のための監査報告
書の添付を一部有限責任監査法人に限る規定を設けることが妥当かどうかについて, 再度検
討する必要があろう｡
４. 財務基盤の強化に関する現状
有限責任監査法人は最低資本金の維持 (100万円×社員総数) ならびに供託義務 (200万円
×社員総数) により, 財務基盤の強化が求められている｡ その目的は, 有限責任監査法人に
生じた損害賠償責任について十分に支払い原資を確保させるためであり, さらに供託義務を
課すことによって, 一定の財産を法人の財産から切り離すことが可能となるからである18)｡
しかし, この目的が実際に果たせているか否かについては疑問もある｡ 別稿19) では, 当時
有限責任監査法人に改組済みであった新日本有限責任監査法人のみを取り上げたが, ここで
は, ３大監査法人すべてについて見てみよう｡
表５を見てもわかるように, 社員一人当りの出資額は改組前後において200万円以上の減
少となっている｡ この金額は, 有限責任監査法人の社員が供託することを要求される金額と
ほぼ同額かそれ以上である｡ 換言すれば, 有限責任監査法人への改組によって, 新たな金額
の供託を行ったのではなく, 従前の出資金を供託金に振り替え, かつ出資金の一部返還を行っ
た可能性もある｡ この点は, 資本金ならびに供託金規制の趣旨に沿うものとは言い難く, 財
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18) 町田行人 ｢有限責任監査法人制度の概要｣, 会計・監査ジャーナル, 第21巻第１号 (2009.1), 99頁｡
19) 拙稿, 前掲, 商経学叢第56巻第１号, 30ページ｡
務基盤の強化と相容れない行動と批判されてもいたしかたなかろう｡
Ⅴ お わ り に
2007年の公認会計士法改正により有限責任監査法人制度が創設され４年が経過しようとし
ている｡ この間, 無限責任監査法人から有限責任監査法人への組織替えを実行した監査法人
が208法人に対してわずか18法人 (実数は17法人) に過ぎないことを見ると, 必ずしも当初
の想定通りに進んでいるとは思えない｡ 有限責任事業組合 (LLP) や合同会社 (LLC) など
新たな事業組織形態の議論が盛んであった時に, 合同会社の性格を持つ監査法人の創設が日
本公認会計士協会会長の口から要望された20) のは記憶に新しいところである｡
有限責任監査法人制度の創設は, 単に社員の有限責任化を目的とするのみならず, 監査法
人の独立性ならびに信頼性の確保に有効な組織形態を新たに構築することに真の目的があっ
たはずである｡ そこでは, 有限責任制に加えて, 監査法人自体の組織ガバナンス, 組織内情
報の作成・開示のあり方も絡んでくる｡
社員の有限責任制の導入も, たんに, 自らが関与しない業務に対する責任からの隔離を目
指すものではなく, 業務上の責任と財産上の責任を連携させることで関与社員の業務品質に
対するモティベーションを高めるという効果を期待するものでもある｡ したがって, 有限責
任監査法人の創設は, 同時に, 品質管理を中心とした組織ガバナンスの構築, 組織内情報の
作成・開示のあり方を改善するものでなければならない｡
本稿では, このような目的が実際に達成されているか否かについて, 有限責任監査法人制
度の現状を分析するとともに, 今後さらに検討すべき課題を見出すことに主眼をおいた分析
を行ってきた｡
その結果, 監査に関わるステークホルダーにとっては, 有限責任監査法人か無限責任監査
法人か, あるいは監査法人か共同監査かといった２者ないし３者択一ではなく, 監査目的を
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20) ｢会社法制の現代化に関する要綱案 (案) をめぐって (その１)｣ JICPAジャーナル第16巻第11号
(2004年11月), 20頁｡
表５：３大監査法人の社員数と出資金
新日本 トーマツ あずさ
改組前
出資金 (百万円) 1,824 2,423 3,955
社員数 565 609 523
社員一人当り出資金 323万円 398万円 756万円
改組後
資本金 (百万円) 817 692 3,000
社員数 690 666 557
社員一人当り資本金 118万円 104万円 536万円
＊各監査法人ホームページ (2009年および2010年12月現在) から作成
＊新日本有限責任監査法人の改組前は2005年
同じくする監査, 例えば金商法監査についてはいずれの主体が監査を実施しようが同等の結
果を生じさせることのできる規定が必要であること, 換言すれば, 組織ガバナンスにおいて
も組織内情報の作成・開示においても, 同等の規制をいずれの監査主体にも適用することが
重要であることを指摘した｡ 同等の規制に適用できない監査主体については, 担当できる監
査の範囲に制限を加えることも必要であろうし, また, 規制に適用できる方策を探ることも
今後の重要な課題である｡
この点については, 監査主体の品質管理のあり方, その開示のあり方も含めて次稿で扱う
予定である｡
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岸田雅雄 (早稲田大学商学学術院教授)
高田知実 (神戸大学大学院経営学研究科准教授)
藤岡英治 (大阪産業大学経営学部准教授)
松本祥尚 (関西大学大学院会計研究科教授)
宮本京子 (上智大学経済学部准教授)
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わが国会計事務所の組織形態及び業務管理体制のあり方に関する調査
｢監査人の独立性確保のための組織ガバナンスと制度改革に関する理論的・国際的研究｣
(日本学術振興会科学研究費補助金による研究)
研究代表者
朴 大栄 (桃山学院大学教授)
ご記入上のお願い
１. 本調査は, 上記科学研究費補助金に基づく研究の一環として実施するものです｡ 調査の目的は,
金融商品取引法監査及び会社法監査を担当しておられる会計事務所の組織形態及び業務管理体
制の特徴, ならびにその望ましいあり方を明らかにすることにあります｡ 調査の結果は, 上記
の研究会での研究調査における重要なデータ資料としてのみ活用させて頂きます｡
２. 本調査は, 監査業務の品質管理に係わる責任者ないし部門でのご回答をお願いいたします｡
３. ご回答は統計的にのみ処理し, 個別情報を公表することは一切ありません｡
４. 一部分のみのご回答につきましても貴重な資料として活用させて頂きますので, 是非ご記入下
さるようお願い致します｡
５. なお, ご回答は無記名とさせて頂きます｡
問い合わせ先 : 桃山学院大学経営学部教授 朴 大栄
Tel : 0725543131 Fax : 0725543200
e-mail : park@andrew.ac.jp
住所 : 〒5941198 大阪府和泉市まなび野 11
※ご回答頂きました本調査票は, 同封の返信用封筒をご利用の上, ７月31日 (金) までに
ご投函して下さい｡ ご協力をお願い申し上げます｡
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＊本調査票を同封の返信用封筒にて, 2009年７月31日 (金) までにご投函ください｡
15. 組織形態
貴事務所の組織形態についてお伺いします｡ 次の 151 から 156 のそれぞれについて, 選択肢
の中から該当する番号を一つ選択し, ○をお付け下さい｡ また, ( )内にご記入下さい｡
151 貴会計事務所の組織形態は有限責任監
査法人ですか｡
１. はい ２. いいえ
152 151 で ｢１. はい｣ と回答された場
合, 有限責任監査法人に組織替えされ
た理由についてお答え下さい｡ (複数
選択可)
１. 社員の有限責任化
２. 無限連帯責任を負う業務執行社員と有限責任の経営執
行社員の役割分担による組織運営の効率化
３. 監査報告書を添付した計算書類の開示による説明責任
の履行
４. ｢有限責任監査法人｣ 名称の使用によるステータス化
５. その他 ( )
153 151 で ｢２. いいえ｣ と回答された
場合, 近い将来, 有限責任監査法人に
組織替えする予定がありますか｡
１. はい ２. いいえ
154 153 で ｢１. はい｣ と回答された場
合, 有限責任監査法人に組織替えをす
る理由についてお答え下さい｡ (複数
選択可)
１. 社員の有限責任化
２. 無限連帯責任を負う業務執行社員と有限責任の経営執
行社員の役割分担による組織運営の効率化
３. 監査報告書を添付した計算書類の開示による説明責任
の履行
４. ｢有限責任監査法人｣ 名称の使用によるステータス化
５. その他 ( )
155 153 で ｢２. いいえ｣ と回答された
場合, 有限責任監査法人に組織替えし
ない理由についてお答え下さい｡ (複
数選択可)
１. 社員の有限責任化
２. 定款変更, 登録申請などの煩雑な手続とコスト負担の
割にメリットが小さい｡
３. 最低資本金 (社員数×100万円) 制度や供託金 (社員
数×200万円) の供託に社員の賛同を得られない｡
４. 指定有限責任社員や審査等を担当する関与社員に有限
責任が認められていない｡
５. 監査報告書を添付した計算書類の開示
６. その他( )
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The Present Condition and Subject
of Limited Liability Audit Corporations
Tae-Young PARK
This paper analyzes the present conditions and subject of limited liability audit corporations
formed under the Certified Public Accountants Act of 2007, and reconsiders the limited liability
system in audit corporations, organizational governance, and the disclosure of organizational infor-
mation from the viewpoints of auditor independence and securing of reliability.
It has been four years now since the Certified Public Accountants Act was revised in 2007. So
far only 18 audit corporations (currently numbering 17) have changed their articles of incorpora-
tion to make all partners limited liability partners, or have filed an application for registration as
a limited liability audit corporation. This represents only 8.65％ of the 208 total audit corpora-
tions, a low number that we do not necessarily think matches the desired intent of the law's re-
vision.
Our analysis indicates that whether auditors form as a limited liability audit corporation or un-
limited liability audit corporation is not an important subject for shareholders. We point out that
in order to share the purposes of audits, e.g. audits under the Financial Instruments and Exchange
Act, regulations that would bring about equal results were necessary, regardless of which audit
corporation conducted the audit. In other words, the results show the importance of applying
regulations equally to auditors for preparation/disclosure of organizational information and gov-
ernance. Regarding accountants and audit corporations that do not fall under the regulations, it
would be necessary to preclude such auditors from engaging in some kinds of audit services. An
important task in the future will be to investigate ways to reform organizations that are applicable
to such regulations.
